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精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援等の充実について  

0 精神障害者の地域移行については、精神障害者地域移行支援特別対策事業の実施等により  
推進しているところ。  

0 精神障害者地域移行支援特別対策事業は、都道府県等による取組状況に差が宋きく、都道府県  
等における施策の推進体制を明確化することにより、精神障害者の地域移行を推進するための  
方策の充実強化が必要。  

0 精神障害者の地域生活への移行に係る精神保健医療福祉従事者の責務が明確でな齢が句精神  
障害者の地域移行に係る責務を明確化することにより、施策の聞層の推進を図る這とが必要。  
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精神科救急医療の充実について  
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○ 精神科救急医療体制整備事業の実施や、診療報酬上の評価の充実により、精神科救急医療体制  
の確保を進めてきたところ。  

○ 精神科救急医療体制は、都道府県によって、圏域の規模、医療施設の整備状況をはじめとして、  
精神科救急医療体制の機能が異なるなど、その整備が十分でない状況。  

○ 精神科救急体制と一般救急体制との連携が十分ではなく、自殺企図患者等、精神科救急と闘般  
救急の双方の治療が必要な患者に対する医療の提供がスム闊ズに行われていない。  
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精神保健指定医について  

対応内容  

0 精神保健指定医について、措置診察等の公務員としでの業務や精神科救急医療等の都道府県に  
おける精神医療体制の確保に協力すべきことを法律上規定すべき。   

0 また、失念等により精神保健指定医資格の更新期限を超えた場合については％例えば旬運転免許  
と同様に、再取得の際に血定の配慮を行うよう、制度上対応すべき。  

0措置診察は、主として指定病院や公的機関に勤務する精神保健指定医によって行われでおり、診療所等に従事  
する精神保健指定医が指定医業務を行うことは少なく、都道府県において、措置診察等を行う精神保健指定医の  

‡確保に困難が生じているとの意見がある。  
0 更新手続きの失念等により指定医資格が失効する例がみられる。  

0都道府県による取組とあわせて、措置診察等に係る精神保健指定医の責務を明確化するこたにより、精神保健  
指定医の確保を進めることが必要。  

0精神保健指定医の精神科救急医療の確保に係る責務を明確化することで、救急医療機関における精神保健指  
定医を確保し、精神科救急医療体制が円滑に機能するようにすることが必要。  

0更新手続きの失念等により指定医資格が失効した場合は、新規に要件を満たして取得する必要がある。   



相談体制における行政機関の役割について  

現状 国  

○ 市町村、保健所、精神保健福祉センターのいずれにおいても、精神保健と精神障害者の福祉に  
関する相談に対応しつつも、その内容によって連携を図ることを通じて、対応が図られている。  

○ 一方で、精神保健福祉法においては、市町村には精神障害者の福祉に関して相談指導の義務  
が課されているものの、精神保健に関する相談指導については努力義務が課されているに止まり、  
また、各行政機関の役割分担が明確にされていない現状にある。  

0 精神保健に関する相談指導について、市町村の役割の明確化を図るとともに、市町村、保健所、  
精神保健福祉センターの連携の具体像を示すことにより、精神障害者本人及びその家族からの  
多様な相談に対し、より適切な対応ができる体制づくりが必要。  
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精神障害者社会適応訓練事業についで  

◎平成15年度の鵬般財源化を契機に、事業の実施規模は縮か傾向にある田方でも約9割の都道  
府県等において、今後も引き続き事業を実施していく予定である。  

0 平成19年度の事業の利用者は約2，700人、このうち訓練期間満了者7望4大の約4害陀ある  

27ヲ太が就職に結びついており、一定の効果があることが明らかになっている。  

8都道府県等からは、他の就労系の障害福祉サ肝ビスとの「明確な位置づけ」に∋ら、て整理や財  

政的な支援が求められていることも踏まえ、社会適応訓練事業の果たしている機能が今後とも地域  

において活かされるよう、対応を図ることが必要。  
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精神保健福祉士の養成のあり方等の見直しについて  

○ 精神保健福祉士制度は平成9年に精神保健福祉士法により創設されたが、長期入院患者を中心  
とした精神障害者の地域移行が十分に進んでいない現状において、精神障害者の社会復帰の支援  
を担う役割の重要性が一層高まっている。  

0 精神障害者に対する支援の一層の充実に向け、精神障害者の社会復帰の支援を中核の業務と  
して、求められる精神保健福祉士を養成していくための制度やカリキュラムの見直しの検討が必要  
である。  
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